
長野県における第14次労働災害防止推進計画の概要長野県における第14次労働災害防止推進計画の概要

ア 安全衛生対策に取り組む事業者が社会的に評価される環境整備
イ 災害情報の分析機能の強化及び分析結果の効果的な周知
ウ 労働安全衛生におけるDXの推進

転倒災害対策、介護作業等のノーリフトケア、冬季災害対策 等

１ 自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発

ア メンタルヘルス対策（小規模事業場を含むメンタルヘルス対
策の一層の推進）
イ 過重労働対策
ウ 産業保健活動の推進（長野産業保健総合支援センター活用）

ウ 製造業対策（労使による動力機械の災害防止３原則の徹底、
リスクアセスメントに基づく措置）

エ 林業対策（伐木等作業の安全ガイドライン、長野局伐木作業
チェックリスト）

オ その他の業種対策（飲食店、旅館業、スキー場、農業、ビル
メンテナンス業等）

６ 労働者の健康確保対策の推進

ア 化学物質対策（化学物質リスクアセスメントに基づく措置）
イ 石綿、粉じん対策（石綿事前調査における把握漏れ防止）
ウ 熱中症、騒音対策
エ 電離放射線対策

重点事項ごとの具体的取組

２ 労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

４ 多様な働き方等に対応した労働災害防止対策の推進

７ 化学物質等による健康障害防止対策の推進

○戦後の高度成長期に産業災害や職業性疾病が急増。長期にわたる労働災害防止推進の結果、県内の安全衛生の水準は大幅に改善。
○しかしながら、今なお、労働災害により毎年多くの尊い命が失われ、休業４日以上の死傷者数は中期的に増加傾向となっているほ
か、石綿によるがん等の遅発性の重篤な健康障害や過労死等も発生。
○こうした状況を重く受け止め、１日も早く労災による死亡者を、悲しみをゼロにし、働く人一人ひとりが安全で健康に働くことがで
きる職場環境の実現に向け、「長野県における第14次労働災害防止推進計画」を策定。

外国人労働者に対する母国語等による安全衛生教育の実施 等

５ 業種別の労働災害防止対策の推進
ア 陸上貨物運送業対策（運送業者及び荷主・配送先等による荷役
作業安全対策ガイドラインに基づく措置（特に５大災害防止））
イ 建設業対策（労使による基本的安全措置の徹底、リスクアセス
メントに基づく措置）

【計画が目指す社会】一人の被災者も出さないという基本理念の下、事業者や労働者に限らず、様々な関係者が安全衛生の重要性を認
識し、事業場の規模、雇用形態や年齢等によらず、誰もが安全で健康に働くことができる社会の実現を目指す。

【計画期間】2023年度から2027年度までの5か年
【計画の評価等】アウトプット指標及びアウトカム指標を定め、計画の実施状況を確認・評価する。

エイジフレンドリーガイドラインを踏まえた措置
３ 高年齢労働者の労働災害防止対策の推進


